皆様

　　このたびの７月６日付の人事異動で第４３代自治大学校長に就任致しました。
　　自治大学校は昭和２８年８月に自治大学校設置法という単独立法により設置された由緒ある機関であり、ちょうど私のこれまでの人生より４ヶ月ほど長い歴史を持っていることになります。以前は広尾に古くて懐かしい校舎と寮がありましたが、平成１５年３月に現在の立川市緑町に新築移転しています。自治大学校の創設当時は、まだ総務省（自治省）が自治庁といっていた時代のことです。おそらく自治庁幹部は、行政部長、財政部長、選挙部長、自治大学校長（消防庁長官は国家消防本部長として別組織でした）という単純な組織だったはずです。５代目くらいまでは行政部長や財政部長経験者が校長を勤めていましたが、徐々にこれは逆転し、校長経験者が部長に就任するようになりました。これまでの歴代自治代学校長経験者４２人のうち、知事になった方が４人、国会議員になった方が４人、次官になった方が４人となっていますが、最近１０年くらいでは、そこを最後に退職した人と更に本省の局長ポストに移った人が半々という感じでしょうか。いずれ、定番ポストというよりはかなり個人的な処遇の色彩が強いポストともいえるような気がします。
　　私はもともと自然体で生きていくというのが最大の生活信条で、猟官運動や自分自身の売込みなどは一切したこともありませんが、旧自治省が自分を必要とするなら命をかけても一所懸命やるという心意気だけは誰にも負けないつもりです。これまで、将来のことなど殆ど考えたことなどありませんでしたが、だんだん職業人生も終盤に近づいてきており、あといくつのポストが経験できるか分かりません。でも、そこは自然体が信条、自分の持ち味も欠点も自分が一番良く知っていますので、ありのままの自分がこの組織にここまでと判断されたのならそれはそれでいいし、その時はいつでも潔く総務省を去る心構えは出来ています。しかし、自分のありのままの力をまだどこかで必要とする人なり、組織があるはずですし、自分なりにやってみたいこともまだまだたくさんありますので、常にそういうことに積極果敢に挑戦していこうと考えています。

　　さて、不思議なもので予知能力の一種かもしれませんが、最近、行政の刷新のためには公務員の心根そのものを変えていかなければいけないと思い、本当の意味の行政改革や公務員のあり方について、自分なりの考えを文章にまとめて公表したり、ホームページに公開してきたところでした。また自分なりにそういうことを考え実践するためにこれまでのゆかりの地での「寺子屋」に代えて「バージョンアップ寺子屋～頑張る地方公務員応援プログラム」も始めたところでした。通勤時間が片道２時間半くらいになりますが、５月に四谷に宿舎を手配する気になったのも単なる偶然とはいえない何か閃きみたいなものがあったのかもしれません。今は大変に運勢の良い時期なので、何もかもがうまくいくのかもしれません。

　　自治大学校長に就任しましたら、早速にやりたいことがいくつかあります。第一に、４７都道府県の自治研修所との連携であり、出張講話と首長、人事・研修担当課長、研修所スタッフとの対話の実施です。人材育成はすべての基礎と言われていますが、現在の地方自治体の組織の中では建前としてはそう言われていても、それほど重視されているとはいいがたい面があると思います。財政状況の厳しい現在であるからこそ、しっかりとした考え方の下に人材育成に継続的に取り組んでいく必要があります。第二に、自治大学校の研修内容を時代に即応したものに見直していくことです。公会計、資産債務改革、市場化テスト、金融知識、NPM、情報公開、市民参加、住民協働新たな地方公共団体健全化法など取り上げるべき項目はたくさんありますが、こういった課題に即応できているかどうかを検証していく必要があります。また、こういった最先端の課題のみを短期間で研修する新たな課程の必要性についても検討していく必要があります。第三に、公務員の研修がお仕着せの、場合によるといやいや受講している形になっていないかという問題があるのではないかといつも考えていました。基礎的な研修や実務に深く関連した研修は別としても、なぜ、民間のように自分の考えで、そして自己負担で、自分の能力アップやスキルアップを目指すことにならないのでしょうか。これは公務員の能力評価や勤務評定などの問題とも関係していますが、私は基本的には勉強したい人が自ら手を上げて、場合によれば自己負担もしながら大いに勉強し、その成果をきちんと人事評価に反映させることが必要ではないかと考えています。分かりやすく言えば、研修制度やスキルアップにおける官民格差が生じていないかどうかを考えてみる必要があるのではないでしょうか。納税者は勤務時間中に居眠りしながらいやいや研修を受けている公務員の姿など見たくないに違いありません。
　いずれにしても、公務の世界における人材育成という今回与えられた職責を十分に全うすべく頑張って参りますので、今後とも暖かいご支援とご指導をよろしくお願い申し上げます。
